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現在、子どもを取り巻く環境は複雑化し、学校に求められる課題も多様化しています。学校は地域や環境、

子どもたちの実態を的確に捉え、自ら考え主体的に判断する自律的な学校運営を行っていくことがますま

す重要になっています。

一方、各課題は深刻化し、もはや学校だけでは対応が困難な事例も多くなってきました。次代を生きる

子どもたちのための「品川教育」を創生するには、学校が自律的な運営を行うための力を付けるとともに、

保護者や地域が総がかりで課題を解決する仕組みづくりが不可欠です。

品川区の学校はもともと地域の力で始まり、地域に支えられて成長してきたという歴史的な背景をもっ

ています。平成１１年度から始まった教育改革「プラン 21」についても、地域の力により大きく推進し

ました。

教育委員会制度の改正や義務教育学校の制度化など、学校教育は転機を迎えています。これからは、

これまで培ってきた成果を再構築し、これからの時代に合った新たな「品川教育」を創生する「品川

教育ルネサンス—For The Next Generation—」を推進していきます。

義務教育９年間の一貫教育義務教育９年間の一貫教育義務教育９年間の一貫教育

品川区では、次代を担う子どもたちのために、今までの教育改革で培った成果を生かしな

がら、制度の見直しや施策の再構築を図り、新たな「品川教育」を創生する「品川教育ルネ

サンス —For The Next Generation—」を進めています。

品川区では平成 18 年度から全国に先駆け小中一貫教育を開始しました。義務教育９年間における子ど

もの心や身体の発達を踏まえ、１～４年生で基礎・基本の定着を図り、５～９年生の前半にあたる 5 ～

7 年生は基礎・基本の徹底に重点をおいた指導を行っています。最後の 8・9 年生は教科、内容の選

択の幅をふやし、生徒の個性・能力を十分に伸ばす指導を行います。小学生と中学生が一つの施設で学

ぶ施設一体型の小中一貫校も順次 6 校設置し、実践を積み重ねてきました。

以降 10 年が経過し、この実践は全国に広がり、平成 27 年 6 月には学校教育法の一部が改正され、こ

れまでの小学校、中学校等に加えて「義務教育学

校」が新たな校種として位置付けられました。こ

のことを受けて、本区では品川区立の施設一体型

小中一貫校 6 校を平成 28 年 4 月 1 日から「義

務教育学校」として新たに設置しました。

品川区では引き続き、全ての区立小・中学校、

義務教育学校で義務教育 9 年間の系統性や連続

性を重視した一貫教育を実施していきます。

平成 28 年度から

品川教育ルネサンス
―For The Next Generation―
品川教育ルネサンス
―For The Next Generation―
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4 つのブロックは小学校における
学校選択の区分を表しています。

＜品川区立学校配置図＞

品川区のカリキュラムは、つまずきやすい内容や繰り返して学習する必要の

ある内容を整理し、義務教育９年間で、確かな学力を育めるよう工夫されてい

ます。また、1 年生からの「英語科」や「市民科」など新たな学習も取り入れ

ています。これをまとめたものが『品川区小中一貫教育要領』です。これにより、

義務教育９年間の学びの系統性や連続性を明確にし、子どもの学習意欲を高め、

学力の定着を図ります。

なお、文部科学省の『学習指導要領』をもとに編制していますので、転入・

転出する児童・生徒についても心配はいりません。

品川区では、教育要領によるカリキュラムをより

円滑に進めるため品川区独自の教科書や副教科書な

どを作成しています。

教科の学習では、文部科学省の検定教科書を使用し

ていますが、新たに加えた学習や市民科については、

区独自の教科書や副教科書を使用しています。

小中一貫教育要領小中一貫教育要領

独自の教科書、副教科書独自の教科書、副教科書



地域とともにある学校づくり地域とともにある学校づくり地域とともにある学校づくり
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これからの学校は、保護者や町会・自治会、同窓会等を含めた地域の方々に、今まで以上

に学校運営に主体的に参加していただき、共に学校づくりを進めていく体制が必要です。

そのための仕組みとして、品川コミュニティ・スクールの実施を進めていきます。

品川コミュニティ・スクールとは？品川コミュニティ・スクールとは？

学校運営に参画する「校区教育協働委員会」と実際に学校支援を行う「学校支援地域本部」の２つ

の組織を同時に設置します。また、それぞれの組織の運営に関わり、学校と地域をつなぐ、学校地域コー

ディネーターを各学校に配置します。

保護者、地域住民、学識経験者等が学校運営に参画することで、学校と地域住民が一体となり継続性

を保ちながら、教育活動の改善や児童・生徒の健全育成に取り組みます。

また、地域全体で学校教育を支援することで、学校の教育活動の充実を目指すとともに、地域の人材

の有効活用や地域の教育力の活性化を図ります。

目 的

特 徴

品川コミュニティ・スクールを支える２つの組織品川コミュニティ・スクールを支える２つの組織

 

 

 

  

 

保護者 
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町会 

自治会 
商店 

大学 企業 

NPO 

公共施設 地域 
民生委員 

青少年委員

学校支援地域本部 校区教育協働委員会 学校
教育活動の

評価 

区費教職員の 

配置等への意見 

学校支援活動の 

企画・調整 

学校運営の 

保護者 地域住民

関係機関
職員

学校地域 
コーディネーター

校長 
学識

経験者 

卒業生

学校地域 

コーディネーター

学校支援 

ボランティア 

基本方針の承認 



4

学校支援地域本部
の活動例
・ 放課後学習支援
・ 学校図書館ボラン

ティア
・ 授業支援

学校運営の基本方針の承認
学校評価、支援活動の評価および熟議をもとに校長が基

本方針として作成した「グランドデザイン」および「ビジョ
ン展開シート」について協議し、承認する。学校はこれら
をもとに教育課程の編成を行う。

地域とともに
ある学校運営

Plan
（計画）

Do
（実行）

Check
（評価）

Action
（改善）

学校支援活動の企画・調整
「ビジョン展開シート」や学校の要望をも

とに、どのような支援活動が必要かを協議し、
「学校支援地域本部」の活動内容を検討する。

教育活動の評価
学校が行う自己評価に対し、その妥当性を検討することを通して、学校の教育活動を

評価する。あわせて「学校支援地域本部」の支援活動について評価する。また、年度末
評価の際に、校長および教育委員会に意見を述べることができる。

区費教職員の配置
に関する意見
・ 教育目標、内容等に

かなった教員につい
ての意見

・ 区費教職員等の有効
な活用のための意見

品川コミュニティ・スクールでは、学校運営の基本方針について、校区教育協働委員会が承認をし、

学校支援地域本部の支援を受けながら教育活動を展開していきます。教育活動は、学校の自己評価およ

び校区教育協働委員会の関係者評価により評価されます。この評価を学校の教育活動の修正に活用し

たり、次年度の学校運営の基本方針につなげたりすることで、学校運営のＰＤＣＡサイクルが円滑に進

みます。

また、地域住民や保護者が学校運営・学校支援に参画することが制度化され、継続して行われること

により、地域の担い手となる人たちに継続的な活躍の場が生まれることとなり、地域コミュニティの活

性化にもつながります。

学校、校区教育協働委員会、学校支援地域本部が一体的に、学校運営の基本方針の作成および教育活

動を行っていきます。学校地域コーディネーターは学校への支援活動が円滑に行われるよう、諸調整を

行います。

品川コミュニティ・スクールの概要品川コミュニティ・スクールの概要

品川コミュニティ・スクールにおけるＰＤＣＡサイクル品川コミュニティ・スクールにおけるＰＤＣＡサイクル



ＪＴＥと学級担任とのTTによる授業

３年生から６年生では英語

指導の専門家であるＪＴＥと

学級担任が協力して授業を行

います。

品川イングリッシュレッスン500

パソコンを使って海外の講師

とマンツーマンの英会話レッス

ン（25分×20回＝500分）を行い

ます。

４技能テストの受検

９年間の英語学習の成果を見

るため、以下の４つの技能につ

いて、９年生の７月に業者作成

のテストを受検します。

Listening 〔聞く〕

Speaking 〔話す〕

Reading 〔読む〕

Writing 〔書く〕

英語での面接試験は各校の

教員が試験官となって実施し

ます。

ジュニア・イングリッシュキャンプ

４年生ではいろいろな国の出

身の講師とゲームなどのアク

ティビティを通して、楽しみな

がら異文化学習を行います。

品川区グローバル人材育成塾

７年生から９年生の希望者

を対象に、放課後に外国人講

師による英会話少人数レッス

ンを行っています。

イングリッシュキャンプ

品川区グローバル人材育成塾

生の希望者を対象に、ブリティッ

シュヒルズにて２泊３日の All 

English の生活を体験します。
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「品川教育」の実践 品川英語力向上推進プラン

品川区では、平成 1８年度から、1 年生から 6 年生に「英語科」を新設しています。また

小学校の英語活動と中学校の英語教育をつなぐため、小学校には品川区独自のカリキュラム

および教材を作成しました。さらに、9 年間を「4－3－2」のまとまりに分け、児童・生徒

の実態に応じた統一的で一貫性のある「英語科」としてのカリキュラムを編成しました。

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 ７年生 ８年生 ９年生

ＡＬＴと担任の

授業（ＴＴ）

小学校英語専科指導員（ＪＴＥ）と

担任の授業（ＴＴ）

教科担任による授業

（一部ＡＬＴとのＴＴ）

４技能テスト

９年間の英語学習の成果

確認

ジュニア・イングリッシュキャンプ

「親しむ」のまとめと「身に付ける」

への意識付け

品川イングリッシュレッスン 500

授業で身に付けた英語を「活用

する」活動

平成26年度からは

段階的に右図新カリ

キュラムに移行してい

きます。（平成29年度

より全校実施の予定）

英語によるコミュニケーションに
「親しむ」
英語によるコミュニケーションに

「親しむ」

初歩的な英語による
コミュニケーション能力を

「身に付ける」

初歩的な英語による
コミュニケーション能力を

「身に付ける」

初歩的な英語によるコ
ミュニケーション能力
を「活用する」

初歩的な英語によるコ
ミュニケーション能力
を「活用する」



子どもたちは市民科での学習を通して、自立に関すること、集団との関わりに関すること、社会全体

に関わること等について実生活や実社会と関連付け、知識を習得するとともに、具体的な行動を身に付

けるなど、総合的に学んでいます。

市民科では、外部講師や団体の協力により、各学年に

応じた様々な体験活動を段階的に実施しています。

「品川教育」の実践 独自教科「市民科」

学校茶道（３・４年）

茶道の体験を通して、正しい

姿勢や丁寧な言葉遣い、礼儀作

法を身に付けます。

スチューデント・シティ（５年）

労働者と消費者の両方の体験

を通して、社会の仕組みを学習し

ます。

ファイナンス・パーク（８年）

生活コストを試算することを

通して、意思決定、将来設計力を

高めます。
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34.4%34.4%

60.7%60.7%

51.6%51.6%

42.4%42.4%

29.5%29.5%

34.0%34.0%

14.5%14.5%

6.0%6.0%

9.0%9.0%

7.6%7.6%

2.7%2.7%

4.4%4.4%

1.1%1.1%

1.1%1.1%

1.1%1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う どちらかというとそう思わない そう思わない 無回答

全　体

中学校

小学校

市民科の学習は大切だと思う。

児童・生徒アンケート（平成27年度）　ｎ＝13,233

当てはまる

当てはまらない

どちらかというと当てはまる

市民科について知らない

どちらかというと当てはまらない

無回答

区独自の市民科は、よい学習だと思う。

保護者アンケート（平成27年度）　ｎ＝16,727

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全　体

中学校

小学校

28.7%28.7%

30.5%30.5%

23.4%23.4% 56.9%56.9%

54.6%54.6%

53.9%53.9%

6.7%6.7%

6.1%6.1%

8.6%8.6%

1.9%1.9%

1.6%1.6%

2.8%2.8%

1.5%1.5%

1.4%1.4%

1.9%1.9%

6.4%6.4%

6.4%6.4%

6.4%6.4%

品川区では、平成 18 年度に小中一貫教育の軸となる「市民科」を創設しました。

「市民科」は、社会の中で自己を自覚し、その一員としての役割を遂行できることを「市民性」

と捉え、その育成を目指した区独自の特別教科で、全ての学年で実施しています。

市民科では、主体性・積極性・適応性・公徳性・論理性・実行性・

創造性の７つの資質を育てます。
市民科について

市民科学習の主な体験活動

市民科と「特別の教科　道徳」との関連について
国では学習指導要領の一部改訂が行われ、「特別の教科  道徳」が位置付けられました。読み物教材を中

心とした現在の道徳授業から、話合いを通して課題解決を図る等の授業の見直しが図られています。市民

科はすでに道徳を含めた特別教科としての実績があり、今後も指導方法や指導内容の改善を行いながら、

その内容と方法を充実させていきます。
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「品川教育」の実践 ＩＣＴの活用〈学力向上〉

品川区では教室環境のＩＣＴ化を進めています。ＩＣＴを活用した教育活動推進校・実

践校を指定し、書画カメラ、電子黒板機能付き超短焦点プロジェクタ、教師用ＰＣといっ

たＩＣＴ環境の整備を行いました。平成 29 年度には全校の整備が完了する予定です。

教室環境のＩＣＴ化を進めるにあたり、授業スタイルも新しいものに変わっていきます。

ＩＣＴを活用することによって子どもたちの学びに与える効果を考え、日々、授業実践を積

み重ねることによって、学力向上につなげていきます。

●
各
教
室
へ
の
導
入
機
器

↑
教
師
用
Ｐ
Ｃ
に
用
意
し
た
資
料
を

　

準
備
し
、
授
業
で
提
示
し
ま
す
。

↑
教
師
用
Ｐ
Ｃ
に
用
意
し
た
資
料
を

　

準
備
し
、
授
業
で
提
示
し
ま
す
。

↑
書
画
カ
メ
ラ
で
取
り
込
ん
だ
画
像
を

　

ス
ク
リ
ー
ン
上
に
投
影
し
ま
す
。

↑
書
画
カ
メ
ラ
で
取
り
込
ん
だ
画
像
を

　

ス
ク
リ
ー
ン
上
に
投
影
し
ま
す
。

●
授
業
に
お
け
る
活
用

↑
一
斉
授
業
で
は
資
料
を
大
き
く
掲
示

　

す
る
こ
と
が
で
き
、
理
解
の
助
け
と

　

な
っ
て
い
ま
す
。

↑
一
斉
授
業
で
は
資
料
を
大
き
く
掲
示

　

す
る
こ
と
が
で
き
、
理
解
の
助
け
と

　

な
っ
て
い
ま
す
。

↑
資
料
だ
け
で
な
く
、
手
元
の
作
業
を

　

大
き
く
映
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

↑
資
料
だ
け
で
な
く
、
手
元
の
作
業
を

　

大
き
く
映
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

推進校におけるタブレット端末の活用推進校におけるタブレット端末の活用

ＩＣＴを活用した教育活動推進校（１０校）では、一人一台のタブレット端末を用意しています。端末は

家庭への持ち帰りもできるため、授業だけでなく、家庭学習でも活用しています。宿題などの学習履歴は、

学習管理システムに送信されるため、教員は児童・生徒の学習状況を把握し、個に応じた指導に生かすこと

ができます。

●
家
庭
学
習
で
の
活
用

↑
家
庭
科
の
身
の
回
り
の
整
理
の
単
元
で

　

取
り
組
ま
せ
た
、
部
屋
の
片
づ
け
の
課

　

題
。
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
カ
メ
ラ
機
能

　

を
活
用
し
て
い
ま
す
。

↑
家
庭
科
の
身
の
回
り
の
整
理
の
単
元
で

　

取
り
組
ま
せ
た
、
部
屋
の
片
づ
け
の
課

　

題
。
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
カ
メ
ラ
機
能

　

を
活
用
し
て
い
ま
す
。

●
授
業
に
お
け
る
活
用

↑
タ
ブ
レ
ッ
ト
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平成２７年４月、教育に関する支援体制と相談、対応の充実を目的に、

指導主事や特別支援教育係、学校支援チーム（ＨＥＡＲＴＳ）、教育相談室

などの組織と機能を集めた教育総合支援センターを設立しました。

●学 習 支 援 員 ／ 介 助 員●学 習 支 援 員 ／ 介 助 員

●特別支援教室●特別支援教室
支援を必要とする児童の所属校に、拠点校から教員が訪問して指導をします。品川区では平成２７年度にモデル実施

を行いました。平成２８年度からは、全区立小学校および義務教育学校（前期課程）に特別支援教室を設置しています。

学校内で児童・生徒への適切な支援のために、関係機関等の連絡・調整をしています。

●特別支援教育コーディネーター●特別支援教育コーディネーター●特別支援教育コーディネーター

臨床心理士、作業療法士等の専門家が学校に出向いて、児童・生徒の学校生活を観察し、必要な助言をしています。

●専門家による訪問相談●専門家による訪問相談

特別な教育的ニーズのある児童・生徒の実態について観察し、学校やスクールカウンセラーと情報共有をするとと

もに、担任に対して必要な助言・支援を行っています。また、各学校・学級の合理的配慮の状況と学習支援員・介助

員の対応等が適切であるかに関する確認もしています。

●巡 回 相 談 員●巡 回 相 談 員

通常の学級に在籍する個別の教育的ニーズのある児童・生徒に対し、将来の社会参加や自立に向けた支援を行うこ

とを目的として配置しています。

教育総合支援センターの取組教育総合支援センターの取組

ＨＥＡＲＴＳとは？

スクールソーシャルワーカー、

カウンセラー、元警察官等で

構成する専門家チームです。
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「品川教育」の実践 特別支援教育

品川区では、教育総合支援センターが中心となり、外部機関等と連携しながら、個々の教育

的ニーズに対応しています。また、各学校では、特別支援教育コーディネーターが中心となり、

教育心理相談員や巡回相談員等の助言を得たり、様々な教育資源を活用したりしながら、児童・

生徒一人一人への支援を充実させています。



○タブレット端末（iPad）の配備

　・特別支援学級、通級指導学級・特別支援教室に導入

　・2 人に 1 台の導入：合計 285 台

○発達段階にあわせてアプリケーションを導入

○電子教科書のインストール

品川区は学校におけるＩＣＴ機器の活用を推進してきました。特別支援学級においても

ＩＣＴ機器を有効に活用することで、個々の状況に応じた学習活動や支援を効果的に進めて

います。
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「品川教育」の実践 ＩＣＴの活用〈特別支援教育〉

主 な 取 組主 な 取 組

①　一日の学習や行動を振り返る（自立活動）

その日に学習したことを、写真にまとめました。家族や在籍学級

の先生、友達に伝えることを想定して一日を振り返ることで、「伝

えたい」というコミュニケーションをとることへの意欲が高まり

ました。

②　読み書きや自立活動に関するアプリケーションの活用
（教科書の補充指導・自立活動）

教科の補充指導では、国語や算数に関係するアプリケーションを

一人一人の習熟度に応じて個別指導で活用しています。また、ビジョ

ントレーニングやソーシャルスキルトレーニングなどに役立つアプ

リケーションを使って、個別指導の充実を図っています。

通級指導学級での実践例

①　学習内容の説明での活用

教員による見本をタブレット端末で学んだ後に、自分の清掃や食

事の様子を録画して見ることにより、自己評価の場面で、改善点等

を具体的に知ることができました。

②　校外学習および事後学習での活用

校外学習の時にタブレット端末を携行し、カメラ機能を用いて写真

を撮りました。事後学習では、記録したものを編集して写真を見せな

がら互いに発表し合うなど、自立活動として、コミュニケーションス

キルの育成にも役立っています。

特別支援学級での実践例



「体力・運動能力調査」（文部科学省）によると、子どもの体力・運動能力は、昭和 60 年

ごろから現在まで低下傾向が見られます。品川区では、子どもたちが運動の楽しさを味わい、

進んで運動し、体力を向上させることをねらいに、「ＳＨＩＮＡＧＡＷＡ アクティブライフ

プロジェクト」として３つの取組を行っています。

品川スポーツトライアル（全校実施）品川スポーツトライアル（全校実施）

取組

各学校は、運動時間が少ない子どもに対して様々な

工夫を行っていますが、区では、学校を挙げての取組

が必要であるとの考えに立ち、全校で「品川スポーツ

トライアル」を実施し、運動の日常化を図っています。

成果

運動が苦手な子どもからは「私にもできそう」と、

運動する姿が見られました。また、運動が得意な子ど

もは、「１位を目指すぞ」と、意欲的に取り組みました。

テクニカルアドバイザー（実施校拡大）テクニカルアドバイザー（実施校拡大）

取組

子どもたちに「運動ができるようになった」と感じさ

せるためには、体育の授業を充実させることが重要です。

各校では、教員が体育の専門性の高いテクニカルアドバ

イザーと一緒に授業を行うことで、指導の充実を図って

います。

成果

子どもたちが、運動のポイントや動きのコツをつか

むことができ、「運動ができた」「運動が楽しい」とい

う声が聞かれました。

【品川区ホームページ】教育委員会　体力向上に関するページ
　　　　　http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/hp/menu000026700/hpg000026654.htm

ワンミニッツエクササイズ（全校実施）ワンミニッツエクササイズ（全校実施）

取組

学校だけでなく、家庭でも運動することをねらいとして、

１分間程度で行うことができる簡単な運動事例集「ワンミ

ニッツエクササイズ」リーフレット＜ストレッチ系、バランス

系、パワー系＞等を作成し、運動習慣の確立を目指します。

成果
モデル校では、保護者と共に楽しく取り組むことで、

毎日運動する子どもが増えました。
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「品川教育」の実践 体力向上



「品川教育」の実践 オリンピック・パラリンピック教育

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会では、「ホッケー」、「ビーチバレーボー

ル」が本区で開催されます。学校では、体験や活動を取り入れたオリンピック・パラリンピッ

ク教育を通して、おもてなしの心をもち他者を大切にする人、心身ともに健全な人、日本人

としての自覚と誇りをもち、国際社会で活躍できる人を育てます。

４つのテーマ ４つのアクション 本区の子どもたちに育てたい５つの資質

オリンピック・
パラリンピックの

精神
スポーツ

文化 環境 する

学ぶ 観る

支える

○おもてなし　(Volunteer Mind)

○障害者理解

　(Understanding Handicapped Person)

○スポーツ学習　(Learning Sports)

○和の心　(Japanese Heart)

○国際的な視野 (Global View)

オリンピック・パラリンピック教育の基本的な進め方オリンピック・パラリンピック教育の基本的な進め方

東京 2020 オリンピック・パラリンピック教育プログラム愛称「ようい、ドン！」（大会組織委員会決定）

主な取組主な取組

「ホッケー」、「ビーチバレーボール」、「ブラインドサッカー」の３

競技について、体験教室を行っています。競技を通してスポーツに親

しむたけではなく、選手との交流を通してフェアプレーの精神や粘り

強い心を育てるとともに、ブラインドサッカーでは障害者理解を促進

します。３年間かけて全校が全ての３競技を体験していきます。

競技体験教室

各校がオリンピック・パラリンピック出場国５

か国について、調べ学習を行ったり、交流活動を

行ったりします。その過程で日本の文化や他国の

文化に触れ、おもてなしの心や和の心、国際的な

視野を育成します。区内の大使館や領事館、姉妹

都市や友好都市との交流も促進していきます。

世界ともだちプロジェクト各教科等におけるオリンピック・パラリンピック学習

各教科の学習内容や学校行事等の取組を上表の

「４つのテーマ」×「４つのアクション」と関連

付けて年間３５時間程度オリンピック・パラリン

ピック教育を実施しています。東京 2020 大会

に向けて知・徳・体の調和の取れた児童・生徒を

育てていきます。

　指導課　学校地域連携係　Tel.０３（５７４２）６５９５　Fax.０３（５７４２）６８９２

【各学校のホームページ】

　http://www.city.shinagawa.tokyo.jp/hp/menu000007700/hpg000007633.htm

問合せ先 品川区教育委員会事務局 〒１４０－８７１５ 品川区広町２－１－３６


